
1 

高浜市における人事行政の運営等の状況について 

 

第１章 職員の任免及び職員数に関する状況 
 

１．職員の採用及び退職数 
平成３０年度における職員の採用状況及び退職事由別状況は次のとおりです。 

                         （単位：人） 

区 分 採用 退      職 

人数 ２１ 
定年 早期 普通 その他 合計 

３ １ ６ ０ １０ 

  
 

２．職員の昇任及び降任の状況 
平成３０年度における職員の昇任及び降任の状況は次のとおりです。 

（単位：人） 

区 分 
昇       任 

降任 
主査級 副主幹級 主幹級 部長級 

人数 ５ ２ １ １ ０ 

 

３．職員数 
正規職員の状況は次のとおりです。 

（単位：人） 

区   分 平成３０年度（Ａ） 平成３１年度（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） 

正規職員 
(再任用職員(ﾌﾙﾀｲﾑ者)含む) 

２５６ ２６５ ９ 

再任用職員 

(ﾌﾙﾀｲﾑ者)（再掲） 
（１） （２） １ 

再任用職員 

(短時間者) 
９ ８ △１ 

※１. 職員数は各年４月１日現在の一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有す 

る派遣職員、休職者などを含み、臨時及び非常勤職員を除きます。 

※２. 再任用職員とは、定年退職後任期を定めて採用した職員です。 
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４．職員の配置状況 
部門別職員数の状況 

                        （各年４月１日現在） 

部門･区分 
職 員 数 対前年増減数 

平成３１年の 

主な増減理由 
平成 

２９年 
平成 

３０年 
平成 

３１年 
平成 

３０年 
平成 

３１年 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議会 ４ ４ ４    

総務 ５８ ５６ ６０ △２ ４ 
財産管理業務移管、公共施設立替等によ

る業務増加に伴う増員 

税務 １８ １７ １９ △１ ２ 
再任用短時間勤務者から正規職員への

変更に伴う増員 

民生 ６５ ６５ ６２  △３ 保育園の民営化に伴う減員 

衛生 １６ １８ １７ ２ △１ 年度途中の退職に伴う減員 

農林水産 ２ ２ ２    

商工 ３ ４ ５ １ １ 業務量増加に伴う増員 

土木 １２ １２ １５  ３ 
組織変更及び過年度採用欠員技術職採

用に伴う増員 

小計 １７８ １７８ １８４  ６  

特別 

行政 

部門 

教育 ４４ ４３ ４４ △１ １ 
学校立替事業等による業務量増加に伴

う増員 

小計 ４４ ４３ ４４ △１ １  

公営 

企業 

等会 

計部 

門 

病院 ０ ０ ０    

水道 ７ ７ ７    

下水道 ７ ７ ７    

その他 ２１ ２１ ２３  ２ 
介護保険制度充実、前年の欠員採用に伴

う増員 

小計 ３５ ３５ ３７   ２  

合 計 ２５７ ２５６ ２６５ △１ ９  

※その他とは、国民健康保険、後期高齢者医療保険、介護保険です。 

 

 

第２章 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

１．人件費等の状況 
（１）人件費の状況 

人件費とは、一般職への給料や各種手当をはじめ、市長や議員など特別職への給

料・報酬、共済組合への負担金等です。平成３０年度普通会計決算の人件費は次の

とおりです。 
 

住民基本台帳人口

（平 31.3.31） 

歳 出 額 

Ａ 
実 質 収 支 人 件 費 

Ｂ 
人件費率 

(Ｂ／Ａ) 
人 

４８，８６３ 
千円 

１６，９９３，９９１ 
千円 

８０８，１４３ 
千円 

 １，７３８，１５４ 
％ 

１０．２ 
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（２）給与費 

給与とは給料、扶養手当等の各種手当及び民間のボーナスに相当する期末・勤勉

手当等です。平成３１年度普通会計当初予算に計上された給与費は次のとおりです。 
 

 

職 員 数 

Ａ 

給        与        費 一人あたり 

給 与 費 

（Ｂ／Ａ） 
給   料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 

計 

Ｂ 

人 

２２７ 
千円 

７６８，１８４ 
千円 

１９５，６３７ 
千円 

３２０，４８５ 
千円 

１，２８４，３０６ 

千円 

５，６３３ 

※給与費は当初予算に計上された額です。 

 

２．初任給や平均給料等の状況 
 

（１）初任給 

一般行政職の平成３０年４月１日現在における初任給は次のとおりです。 

              （単位：円） 

職   種 区   分 初 任 給 

一般行政職 
大学卒 １８７，２００ 円 

高校卒 １５３，０００ 円 

※一般行政職とは、各種窓口業務や政策・行政経営などの内部事務に従事する事務職員、土木・

建築などの設計・監理業務に従事する技術職員です。 

 

（２）平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢 

代表的な職種の平成３０年４月１日現在における平均給料月額、平均給与月額及

び平均年齢は次のとおりです。 

 

区    分 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額 平 均 年 齢 

一般行政職 ３０７，５１１ 円 ３９２，７２２ 円 ４０歳 ８か月 

技能労務職  ―    円   ―    円 歳   月 

※平均給与月額は、平成３０年４月分の給料及び職員手当（期末・勤勉手当を除く。）の合計

を平成３０年４月の職員数で除したものである。 

 

（３）経験年数別・学歴別平均給料月額 

一般行政職の平成３０年４月１日現在における経験年数別にみた平均給料月額

は次のとおりです。なお、経験年数とは卒業後直ちに採用されたとみなした場合の

年数です。 
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                     （単位：円） 

区    分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 

大  学  卒 ２８８，４１３円 ―   円 ３９０，４７５円 

高  校  卒 ２１８，０００円   ―   円 ３６６，５５０円 

 

３．給料の決定 
（１）級別職員数 

一般職の給料月額は給料表によって決められており職種に応じて給料表が定め

られています。また、各給料表には職務の内容と責任の度合いに応じていくつかの

級が設けられています。一般行政職の給料表の平成３０年４月１日現在における構

成は次のとおりです。 
区  分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計 

標準的な 

職務内容 
部 長 主 幹 主 幹 副主幹 主 査 主 任 主 事 

主事・ 

主事補 
 

職 員 数 7 人 15  人 9 人 4 人 29 人 28 人 34 人 22 人 148 人 

構 成 比 4.7％ 10.1％ 6.1％ 2.7％ 19.6％ 18.9％ 23.0％ 14.9％ 100.0％ 

 

（２）昇給号給数調整の状況 

職員の給料月額は、１年間における勤務成績等により１月１日に勤務評定結果に

応じた昇給を行います。 

過去１年間における勤務成績に応じて職員を評価し、その結果に基づき条例等で

定める標準的な昇給時の号給数を調整する措置を行うことがあります。平成３１年

１月１日における昇給号給数の調整を行った職員の状況は次のとおりです。 

 

区      分 合  計 

職 員 数  Ａ ２４０人 
昇給号給数の調整を 

行った職員数  Ｂ 
１５人 

比 率 （Ｂ／Ａ） ６．３％ 

 

 

４．手当の状況 
職員には、高浜市職員の給与に関する条例等に基づき、各種手当を支給していま

す。手当の種類及び支給要件等は次のとおりです。 

 

（１）期末・勤勉手当 

期末・勤勉手当とは、民間企業のボーナスにあたるものです。期末手当は６月１

日及び１２月１日（これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員の

在職期間に応じて支給され、勤勉手当はそれぞれ基準日に在職する職員に対し、基

準日以前６ヶ月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支給されます。 
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平成３０年度の期末・勤勉手当は、次のとおりです。 

 
 

支給月 期末手当 勤勉手当 

 ６月期 １．２２５ 月分 ０．９ 月分 
１２月期 １．３７５ 月分 ０．９５ 月分 

計 ２．６ 月分 １．８５ 月分 

※職制上の段階による加算措置があります。 

 

（２）地域手当 

平成３０年度普通会計決算における地域手当の支給率等の状況については、次の

とおりです。 

 
支  給  対  象  地  域 全  地  域 
支       給       率 ６．０ ％ 
支  給  対  象  職  員  数 ２３１ 人 

支給対象職員一人あたり平均支給年額 

（平成３０年度普通会計決算額） 
２０４，９８３ 円 

 

（３）扶養手当 

扶養手当の支給要件及び支給月額は次のとおりです。 
 

支 給 要 件 支給月額 

配偶者 ６，５００円（３，５００円） 

子 １０，０００円 

父母等  ６，５００円（３，５００円） 

満１６歳年度始めから満２２歳年度末まで

の間にある子１人につき加算 
 ５，０００円 

※（）については、行政職俸給表８級相当の場合 

 

（４）住居手当 

住居手当の支給要件及び支給月額は次のとおりです。 

 

支給要件 支 給 月 額  

借家・借間居住者 
１２,０００円を越える家賃の額に応じて 

最高２７,０００円 
 

 

（５）通勤手当 

通勤手当の支給要件及び支給月額は次のとおりです。 

 

支給要件 支 給 月 額 
交通機関利用者 運賃相当額(月５５,０００ 円を限度) 

交通用具利用者 
交通用具の種類や使用距離により 

２,０００円～３１,６００円 
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（６）時間外勤務手当 

正規の勤務時間外に勤務した職員に支給されます。平成３０年度における支給総

額等は次のとおりです。 

 

支  給  総  額 職員一人あたり支給年額 職員一人あたり年間時間数 

５９，７６０ 千円 ３２５ 千円 １３８ 時間 

 

（７）退職手当 

退職時に支給される一時金であり、退職時の給料月額に勤続年数や退職理由に応

じた支給率を乗じて算出されます。平成３０年度における支給の状況については、

次のとおりです。 

 

 

区   分 自己都合 定年・勧奨 

勤続20年 

勤続25年 

勤続35年 

最高限度 

１９．６６９５月分 

２８．０３９５月分 

３９．７５７５月分 

４７.７０９月分 

２４．５８６８７５月分 

３３.２７０７５０月分 

４７.７０９月分 

４７.７０９月分 

一人あたり平均支給額 ７４２ 千円 ２０，７３７ 千円 

 

 

（８）その他の手当 

(１)～(７)以外に次の手当などがあります。 
 

種 類 支  給  要  件 支 給 額 

管理職手当 副主幹以上の職員に役職に応じて支給 

部長         77,400円 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ  59,500円 

主幹         51,900円 

副主幹       46,300円 

単身赴任手当 
異動等で配偶者と別居し単身で生活する職員に支

給 

交通距離に応じて月額

30,000 円～100,000 円 

管理職員特別

勤務手当 

臨時又は緊急の必要等により週休日や祝日法によ

る休日、年末年始の休日等及び週休日等以外の午

前0時から午前5時までの間に勤務した場合に支給 

勤務１回につき3,000 円

～10,000 円 

※手当の種類は、平成３１年４月１日現在の制度です。 
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５．特別職の報酬等 
市長、副市長及び教育長には給料、期末手当及び退職手当が、議長、副議長及び

議員には報酬及び期末手当が支給されます。 

市長の給料を２０％、副市長及び教育長の給料を１０％減額しています。 

 

特別職の報酬等（平成３０年度） 
区    分 給 料 月 額 等 期  末  手  当 

給 料 

市     長 ７２０，８００ 円 

６月期  １．５７５ 月分 

１２月期  １．７２５ 月分 

  計   ３．３０ 月分 

副  市  長 ６７４，１００ 円 

教  育  長 ５７７，８００ 円 

報 酬 

議     長 ４５０，０００ 円 

副  議  長 ３８７，０００ 円 

議     員 ３６１，０００ 円 

 

 

 

６．勤務時間の状況 
勤務時間については、高浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等により定め

られています。職員の勤務時間は、次のとおりです。 

 

正規の 

勤務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 

７時間４５分 ８:３０ １７:１５ １２:００ ～ １３:００ 
※変則勤務職場等を除く一般的なもの 

 

 

７．休暇制度 
休暇制度については、勤務時間と同様に条例等により定められています。 

 

（1）年次有給休暇の状況 

年次有給休暇は、１年度に２０日与えられます。当該年度の中途で採用された職

員には、採用された月に応じて与えられます。また、その年度に使用しなかった年

次休暇の日数は、翌年度に繰り越して使用することができます。平成３０年度に職

員に与えられた年次有給休暇の付与日数等は、次のとおりです。 

 
種 類 付与日数 平均使用日数 

年次有給休暇 ２０日（原則） ９．４日 

 

 

（２）特別休暇等の状況 

ア．特別休暇 

主な特別休暇の内容は、次のとおりです。 
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区  分 付与日数 区  分 付与日数 

病気休暇  

（公務上の負傷） 
療養に必要と認められる期間 

妻の出産に伴う 

子の養育 
５日 

病気休暇  

（その他の疾病） 
９０日を超えない範囲 子の看護 ５日（２人以上は１０日） 

選挙権行使 必要と認められる期間 忌引 親族の別により７日まで 

証人等出頭 必要と認められる期間 夏季休暇 ３日 

骨髄移植 必要と認められる期間 住居滅失 ７日まで 

ボランティア ５日 交通遮断 必要と認められる期間 

結婚 連続する５日 生理 ２日 

出産 産前６週間・産後８週間 育児時間 １日２回３０分以内 

妻の出産補助 ２日 

 

 

８．育児休業等に関する制度 
育児休業等に関する制度は、地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、高

浜市職員の育児休業等に関する条例等により定められています。 

育児休業には、３歳に満たない子を養育するために３歳に達する日まで休業する

ことができる育児休業と、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため１日

の勤務時間の一部（１２０分を限度）について勤務しないことができる部分休業が

あります。平成３０年度の育児休業等の取得状況は、次のとおりです。 
 

区  分 男性 女性 計 

育児休業取得者数 ０人 ４人 ４人 

部分休業取得者数 ０人 ９人 ９人 

計 ０人 １３人 １３人 

※平成３０年度中に新たに育児休業（部分休業）を取得した職員数です。 

 

 

第３章 職員の分限及び懲戒処分の状況 
分限処分は、一定の事由によって職員がその職務を十分に果たすことができない

場合などに、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分で、公務能率

の維持向上を図ることを目的としています。 

懲戒処分は、職員の一定の服務義務違反に対して職員に科する制裁としての処分

で、規律の維持を目的として職員の道義的責任を問うものです。 

 

１．分限処分の状況 
任命権者は、地方公務員法で定める事由がある場合に職員を降任又は免職するこ

とができ、地方公務員法又は条例で定める事由がある場合に職員を休職又は降給さ

せることができることとされています。 
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（単位：人） 

区   分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 
０ ０ ０ ０ ０ 

心身の故障のため職務遂行に支障があ

る等の場合 
０ ０ ０ ０ ０ 

職に必要な適格性を欠く場合 

 
０ ０ ０ ０ ０ 

職制等の改廃等により過員等を生じた

場合 
０ ０ ０ ０ ０ 

心身の故障のため長期休養を要する場

合 
０ ０ ５ ０ ５ 

刑事事件に関し起訴された場合 

 
０ ０ ０ ０ ０ 

条例に定める事由による場合 

 
０ ０ ０ ０ ０ 

合     計 

 
０ ０ ５ ０ ５ 

※平成３０年度の処分件数です。 

 

 

２．懲戒処分の状況 
任命権者は、地方公務員法で定める事由がある場合、職員に対し、懲戒処分とし

て戒告、減給、停職又は免職の処分をすることができることとされています。 

 
（単位：人） 

区   分 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令違反 

 
０ ０ ０ ０ ０ 

職務上の義務違反又は怠慢 

 
０ ０ ０ ０ ０ 

全体の奉仕者たるにふさわしくない

非行 
０ ０ ０ ０ ０ 

合   計 ０ ０ ０ ０ ０ 

※平成３０年度の処分件数です。 

 

 

 

第４章 職員の服務の状況 
 

１．職員の職務に係る倫理の保持に関する取組 
高浜市職員の倫理の保持に関する取組状況は次のとおりです。 
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依命通達の発布 
発布年月日 件     名 

平成３０年５月２１日 職員の勤務時間中の喫煙制限について 

平成３０年１２月３日 年末年始における綱紀の保持及び安全運転の励行について 

平成３１年１月１６日 愛知県知事選挙における地方公務員の服務規律の確保について 

 

 

 

２．営利企業等の従事許可状況 
職員が営利企業等に従事しようとするときは、任命権者の許可を受けることが必

要であり、任命権者が適正な職務の遂行を確保できると判断するときは、許可を与

えることができます。平成３０年度の営利企業等への従事許可状況は次のとおりで

す。 
              （単位：件） 

許 可 件 数 ３ 

 

 

第５章 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 
 

最少の経費によって最大の能率を上げるためには、事務を能率的・効率的に執行

することが必要不可欠です。職員一人ひとりの能力の向上を目的とし、平成３０年

度に実施した各種研修は次のとおりです。 

 

１．職員の研修 
  

 （ア）内部研修 

名   称 人員 研 修 内 容 会  場 日数 

交通安全研修 １５８ 交通安全意識の高揚を図る。 
いきいき広場

ホール 
１ 

 

名   称 人員 研 修 内 容 会  場 日数 

若手職員成長支援研修 ２０ 

既存の発想にとらわれない思考の

育成と、創造的かつ柔軟に対応で

きる若手職員の成長を支援すると

ともに、職員間のコミュニケーシ

ョンの活性化を図る。 

いきいき広場 

会議室Ａ 他 
４ 
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メンタルヘルスライン

ケア研修 
２３ 

近年増加しているメンタル疾患に

ついて、正しい知識とケーススタ

ディを学び、上司職員としての的

確な対応方法を養う。 

市役所会議棟

１・２ 
１ 

イクボス研修 ４１ 

職員一人ひとりが最大限の能力

を発揮できるよう、職場環境づく

りの中心である管理職に対して、

育児関連、ダイバーシティの理解

や協力体制の推進などを目的と

する。 

市役所会議棟

１・２・３ 
２ 

ハラスメント研修 ６７ 

昨年度管理職を対象に本研修を

行ったことで、管理職とその他の

職員の意識の違いがあった。よっ

て主査以下の職員にも同様に本

研修を実施することで、相互の意

見や視点を理解する。 

いきいき広場

１階会議室 A 
４ 

オーナーシップ研修 ６８ 

本研修を通じて、組織の中の個人

として、自身の業務だけではなく、

組織の課題を自分事と捉えて自発

的に動くリーダーシップと組織を

チームとして考えることができる

フォロワーシップの考え方を養

う。 

いきいきホー

ル 
２ 

会計年度任用職員制度

研修 
３８ 

地方公務員法及び地方自治法の改

正により、平成３２年度以降、現

行の臨時的任用職員及び非常勤特

別職の運用方法が大きく異なるこ

とから、各グループの臨時的任用

職員及び非常勤特別職の管理を担

当している職員を対象に、制度の

概要を周知する。 

いきいきホー

ル 
１ 

高浜市市制５０周年記

念事業職員プロジェク

ト研修 

１３ 

平成３２年度に高浜市が市制５０

周年を迎えるにあたり、若手職員

を中心とし、市民組織と連携をと

りながら周年記念事業の成功を目

指す。 

市役所会議棟

１ 他 
４ 
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（イ）派遣研修 

名   称 人員 研 修 内 容 会  場 日数 

自治大学校 基本法制

研修Ｂ 第２部課程 
１ 

地方公務員としてのより高度な知

識を習得する。 
自治大 ６４ 

厚生労働省派遣研修 １ 
職員の資質向上及び人材の育成を

図る。 
東京都 ３６５ 

全国地域リーダー養成

塾 
１ 

専門家の講義や実践研修を通じ、

地域のリーダーとしての資質の向

上を図る。 

東京都 ２８ 

青年会議所派遣研修 １ 
他業種との交流により視野の拡大

を図る。 
高浜市等 随時 

定住自立圏合同研修 １９ 

行政の遂行に必要とされる内外の

幅広い知識を養い、管理監督職と

しての資質の向上を図る。 

刈谷市 １ 

防災・減災カレッジ ５ 

超広域大規模災害に備えて、あい

ち防災協同社会推進協議会におい

て、名古屋大学、防災のための愛

知県ボランティア連絡会及びなご

や災害ボランティア連絡会と連携

し、「防災・減災カレッジ」を開設

し、防災人材の育成を目的とする。 

名古屋市 １ 

名古屋大学減災連携研

究センター派遣研修 
１ 

巨大災害や近年頻発している風水

害に対して、産官学民の地域密着

型の様々な連携により、それら被

害を軽減していくための戦略につ

いて、研究、人材育成などを通じ

て構築していくことを目的とす

る。 

名古屋市 随時 

市町村税徴収事務 1 

市町村税徴収事務について１年以

上の実務経験を有する市町村税の

徴収担当職員を対象に、地方税法

総則や国税徴収法等の制度、財産

の調査、差押え等の実務、納税者

折衝、滞納整理事例等に関する講

義、演習等により、地方税の重要

性について意識をたかめるととも

に、税徴収に関する基本的事項及

び専門的知識の習得と実務遂行能

力の向上を図る。 

千葉市 11 
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名   称 人員 研 修 内 容 会  場 日数 

新規採用職員後期研修 20 

公務員としての意識の確立及び執

務に必要な基本的知識、技能を習

得する。 

幸田町 2 

一般職員前期研修 7 

職員の果たす役割の重要性を認識

させ、担当職務に必要な知識技能

を習得する。 

碧南市 4 

一般職員中期研修 9 
中堅職員として法律的知識と問題

解決能力を習得する。 
刈谷市 4 

一般職員後期研修 4 

中核職員として問題解決のための

創造性と政策形成能力の向上を図

る。 

安城市 3 

新任係長研修 3 

監督者の責任を自覚させ、管理監

督に関する理論と技能の習得及び

職務遂行に必要な判断能力の向上

を図る。 

西尾市 3 

現任係長研修 4 

管理監督に対する技能の向上及び

職務遂行に必要な視野と判断力の

向上を図る。 

知立市 3 

部長研修 1 

部長としての職責に対する自覚を

促し、鋭い経営感覚・経営戦略能

力の向上を図ります。 

名古屋市 1 

課長研修 2 

効率的かつ効果的な行政運営を推

進するために必要な高度な管理能

力を養うほか、組織内外の環境の

変化に 先見的に対応する広い視

野を保持するとともに、職場のリ

ーダーとしての役割を自覚する。 

名古屋市 2 

課長補佐研修 2 

課長補佐としての役割と責任を自

覚させ、監督者として必要な管理

能力と政策形成能力の強化を図

る。 

名古屋市 3 

交渉力・折衝力向上研修 1 

行政において発生する様々な折衝

や紛争に対応するため、効果的な

交渉技術及び適切なノウハウを習

得することで、対人折衝能力の向

上を図る。 

名古屋市 2 
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名   称 人員 研 修 内 容 会  場 日数 

複式簿記研修（基礎） 2 

複式簿記初心者のための基礎知識

の習得及び決算書概略の理解を図

ります。 

名古屋市 1 

地方税研修（民税） 1 

市町村民税に関する知識を修得さ

せ、具体的事例の研究を通じて、

関係法規を解釈し、職務に適用す

る応用能力の向上を図る。 

名古屋市 3 

地方税研修（家屋） 1 

固定資産税に関する知識を修得

し、評価事務に精通させ、具体的

事例の研究を通じて関係法規を解

釈し、職務に適用する応用能力の

向上を図る。 

名古屋市 4 

地方税研修（徴収） 1 

徴収に関する知識を修得し、職務

に適用する応用能力の向上を図

る。 

名古屋市 3 

コーチング研修 2 

部下や後輩職員の自発的な行動、

能力及びやる気を引き出す技術を

修得する。 

名古屋市 2 

民法研修（財産法） 2 

業務の遂行において、多くの部署、

多様な場面で必要となる民法（財

産法）について、契約等にかかる

基礎知識を学び、職場での実務に

役立てます。 

名古屋市 4 

民法研修（家族法） 1 

多くの部署で関係する民法につい

て学び、親族法と相続法を基礎か

ら学び、職場での実務に役立てま

す。 

名古屋市 3 

地方公務員法研修 1 

地方公務員法に関する知識を深

め、事例研究を通して生きた法の

解釈、適用する応用能力の向上を

図る。 

名古屋市 3 

研修企画担当者研修 1 

研修企画担当者としての存在価値

を高めるための観点・発想を学び、

日常的に取り組むべきことに関す

る実践度を評価して、今後の決意

と活動計画に役立てると共に、研

修の企画・準備から実施、また研

修終了後のフォローアップ、効果

測定の方法など、研修運営に関す

る一連の流れを学ぶ。 

名古屋市 1 
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名   称 人員 研 修 内 容 会  場 日数 

プレゼンテーション研

修 
2 

プレゼンテーションの基本や技術

を修得することにより、実務能力

の向上を図る。 

名古屋市 2 

思わず参加したくなる

チラシの作り方研修 
1 

プレゼンテーションの基本や技術

を修得することにより、実務能力

の向上を図る。 

名古屋市 1 

女性職員キャリアアッ

プ研修（一般職員コー

ス） 

1 

自身のキャリアを振り返り、自己

の強みや弱みを再確認しながら、

将来の在りたい姿を具体的にイメ

ージすることで、女性職員が将来

にわたって高いモチベーシ 

ョンを維持し、自分らしく生き生

きと働き続ける意欲を高めます。 

名古屋市 2 

女性職員キャリアアッ

プ研修（係長以上コー

ス） 

1 

自らの可能性や強み、特徴、価値

観などの把握や、これまでのキャ

リア・経験の棚卸しを踏まえ、自

分らしさを活かしたリーダーシッ

プのスタイルを確認すること 

で、一層のキャリアアップへの意

欲を高めます。 

名古屋市 2 

接遇研修指導者養成研

修 
1 

接遇研修(公務人材開発協会方式)

の指導者を養成する。 
名古屋市 3 

戸籍事務従事職員初級

者研修 
1 

戸籍事務に関する基礎的知識を習

得する。 
岡崎市 4 

下水道経営セミナー 2 

下水道事業の経営について基礎知

識を習得し、効率的な事業の執行

について学ぶ。 

名古屋市 3 

公営企業監査の実務研

修 
1 

企業監査の実務とポイントをおさ

え、公会計制度の監査等実務を理

解する。 

名古屋市 2 

プラチナ保健師プロジ

ェクト研修 
1 

保健師が住民と共に行う保健活動

で成果を挙げている久山町の実際

を理解し、高浜市での保健活動を

考える。 

福岡県 4 
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名   称 人員 研 修 内 容 会  場 日数 

地方公共団体情報シス

テム機構研修企画セミ

ナー 

1 

情報化推進計画や人材育成計画に

基づいた情報化研修の企画、運営

に必要な事項について、演習を通

じて習得する。 

東京都 3 

システム運用管理セミ

ナー 
1 

ネットワークを運用・再構築する

際に必要となる応用知識を理解

し、その知識を活用し、インシデ

ント発生時に自発的な問題解決に

向け行動・判断できる能力を修得

することを目的とする。 

京都市 3 

BPR セミナー 1 

「情報技術の進展」「グローバル

化」が急激に進む中で、それらを

利用した業務改善の手法、モデル

ケースを学ぶ。 

大坂市 3 

主任保育士研修 1 
主任職として必要とされる能力の

向上を図る。 
豊明市 5 

中堅前期保育士研修 1 

自己の保育の確立に繋げるととも

に、保育実践の振り返りと保育実

践への結び付けの必要性そのもの

を学び、今後の資質向上の土台を

築く。 

岡崎市 5 

中堅後期保育士研修 1 

基礎理論を学び直すとともに、保

育者の原理原則を再確認し、保育

現場での科学的・論理的根拠に基

づいた指導計画の立案と保育実践

に繋げる。 

岡崎市 5 

障がいの理解と保育研

修 
1 

障害児の保育について、的確な保

育内容を習得する。 
名古屋市 4 

３歳未満児の保育研修 1 
低年齢児の保育について、的確な

保育内容を習得する。 
岡崎市 4 
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２．勤務成績の評定の概要及び活用状況 
能力・成果主義を推進するための制度として、部長級以下の職員を対象に勤務成

績の評定を実施しています。 

 

（１）制度の概要 

制度の概要は、次のとおりです。 

目   的 

能力主義による人事管理を実施する基礎資料とするため、職員の執務態度

並びに執務に関連してみられる職員の能力及び適格性その他人事管理上必

要と認められる勤務成績の評定を行い記録することで、職員の勤務能率の向

上に資することを目的とする。 

制度の概要 

評定者は、第１次評定者、第２次評定者及び主査以上による管理者の評定

における評定者とし、被評定者の業績、態度及び能力の各評定要素について

評定要素着眼点に着目し、評定基準に基づき評定し、その合計点数によりＡ

１、Ａ２、Ｂ１、Ｂ２、Ｃ、Ｄ、Ｅの７段階で評価する。 

評定期間 

評定期間は、１２月１日を基準日とし、基準日前１年間について実施する。 

ただし、新規採用職員については、事由が生じた日から起算して、当該基準

日までの期間とする。 

対 象 者 高浜市職員定数条例による職員のうち、派遣職員を除くすべての職員。 

 

（２）評価結果の活用状況 

評定結果は昇給、昇格、昇任、人事異動などに活用されます。 

 

（３）勤勉手当の成績率について 

職員の資質向上と意識改革を図るため、管理職については平成８年１２月支給の

勤勉手当より成績率を５％として実施し、平成１６年６月支給時より成績率を１

０％に拡大しました。また、主査・主任職についても平成１６年１２月支給の勤勉

手当より導入をし、平成１９年度からはさらに新たな人事制度を導入して全職員を

対象として、成績率を最高４０％まで拡大しています。 
 

 

第６章 職員の福祉及び利益の保護の状況 
 

職員の健康の保持増進を図るために健康診断、健康保持増進事業等を実施してい

ます。 

公務上・通勤途上の災害に被災した職員に対し、地方公務員災害補償法に基づき、

療養補償、休業補償、障害補償等の各種の補償を行っています。 

また、職員への福利厚生事業を実施するとともに、職員の相互共済及び福利増進

等を目的として、法令等に基づき、福利厚生のための各種団体に加入または設置を

しています。 
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１．安全管理 
 

公務災害補償等 （単位：件）   

区分 件数 

公務災害 ０ 

通勤災害 ０ 

※平成３０年度の申請件数です。 

 

２．健康管理 
（１）健康診断等                 （単位：人） 

区    分 受診者数 

定期健康診断 ２１４ 

特別健康診断  ２７ 

胃  検  診    ３ 

Ｂ型肝炎検査・

ワクチン接種 

検   査   数  ７６ 

ワクチン接種者数   ３ 

職員ドック等 １１６ 

※平成３０年度の受診者数です。 

 

（２）ストレスチェック           （単位：人） 

受検対象者 ２８８人 

受検者数 ２７７人 

医師面談実施者数 ０人 
※平成３０年度の受診者数です。 

 

３．福利厚生 
（１）福利厚生事業 

福利厚生事業として、各種団体に加入または設置をし、職員の福利厚生の充実を

図っています。加入・設置団体については次のとおりです。 

 

ア．愛知県市町村職員共済組合 

職員及びその被扶養者の医療保険を担い、健康の保持増進及び退職した職員への

年金支給など職員の相互救済を目的として、地方公務員等共済組合法の規定により

設立された愛知県市町村職員共済組合へ加入し、各種事業、給付等の適用を受けて

います。 

区   分 概         要 
保 険 給 付 被保険者・被扶養者の業務外の事由による疾病・負傷に係る保険給付等 

保 健 事 業 人間ドックなど各種検診、保健指導、健康相談等 

長期給付事業 退職共済年金、障害共済年金、障害一時金及び遺族共済年金の給付等 
短期給付事業 育児休業手当金、介護休業手当金の給付等 
福 祉 事 業 保養所運営の宿泊事業、住宅資金の貸付等 
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イ．高浜市職員互助会 

職員の相互共済及び福利増進を目的として、高浜市職員互助会を条例に基づき設

置しています。 

区   分 概         要 
福利厚生事業 職員親睦補助事業、体育事業、旅行補助事業、観劇補助事業等 

給 付 事 業 
会員・家族の慶弔についての祝金等、災害による損害に対する給付金 

等の支給、学資金・生活資金等の貸付等 

 

 

第７章 公平委員会の業務の状況 
 

 

１ 勤務条件に関する措置の要求の状況（平成３０年度） 

区     分 件    数 

前年度からの繰越件数     （Ａ） ０ 

当年度中の新規要求件数    （Ｂ） ０ 

当年度中取扱い件数    （Ｃ＝Ａ＋Ｂ） ０ 

当年度中終了件数       （Ｄ） ０ 

次年度への繰越件数    （Ｅ＝Ｃ－Ｄ） ０ 

 

 

２ 不利益処分に関する不服申立ての状況（平成３０年度） 

区     分 件    数 

前年度からの繰越件数     （Ａ） ０ 

当年度中の新規申立て件数    （Ｂ） ０ 

当年度中取扱い件数    （Ｃ＝Ａ＋Ｂ） ０ 

当年度中終了件数       （Ｄ） ０ 

次年度への繰越件数    （Ｅ＝Ｃ－Ｄ） ０ 

 


